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女性活躍は、政策により一定の進展

（備考）内閣府男女共同参画局「女性活躍・男女共同参画の現状と課題」より引用。右下図のみ総務省「国勢調査」より作成。
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地方の女性にとって不利な面もあり

○男女共同参画計画の成果目標抜粋①

・地方政治

・経済面（賃金）

○きまって支給する給与地域別

（備考）内閣府男女共同参画局「第５次男女共同参画基本計画成果目標一覧」、厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政
策局にて作成。
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男女共同参画基本計画の成果目標

○男女共同参画計画の成果目標抜粋②
・その他、１．～９．の代表的なもの抜粋

項目 現状と目標 備考

地域における10～20代女性人口に
対する転出超過数割合

1.33％（2019年）→0.80％（2025
年）

自治会長に占める女性の割合 6.1％（2020年度）→10％（2025年
度）

都道府県防災会議女性委員割合 16.1％（2020年）→30％（2025年）

市町村防災会議に女性委員がいな
い組織数

348（2020年）→０（2025年）

「社会全体における男女の地位の
平等感」における「平等」と答え
た者の割合

21.2％（2019年）→ほぼすべてを目
標としつつ、当面50％(2025年)

25歳から44歳までの女性の就業率 77.7％（2019年）→82％（2025年）

民間企業における男性の育児休業
取得率

7.48％（2019年度）→30％（2025
年）

国家公務員は
12.4％（2018
年）
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若年層の東京圏への流出
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（東京圏への転入超過数）

（備考）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。東京圏は埼玉、千葉、東京、神奈川の１都３県。

○男性よりも女性のほうが地方から都会へ転出している。
○大学進学となる15～19歳よりも、就職時期となる20～24歳での女性転出が顕著。

5歳年齢別男女別 東京圏への転入超過数
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東京圏への転入超過数の推移（男女別）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より 国土政策局が作成

（万人） 男女別東京圏への転入超過数（対地方圏）

○近年、東京圏への女性の転入超過数は、男性の転入超過数を上回って推移。

○コロナ禍により男女ともに東京圏への転入超過数は減少。

（備考）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県を、地方圏はそれ以外を指す

男 性

女 性
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地方から転出した理由：やりたい仕事が地方にはなかった

（備考）公益財団法人東北活性化研究センター「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」より引用。
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就活を終えて：結果的に東京になっていた

（備考）公益財団法人東北活性化研究センター「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」より引用。
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都市部のほうが給与水準は高い（大卒女性）

（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局作成。

トップの埼玉県(24.5万円)に対し、20万円未満も３県
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（千円・月額）
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都市部のほうが給与水準は高い（女性平均）
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女性のきまって支給する給与

所定内給与額

全国平均(265.9千円)

生活水準最低ライン(250千円)

（千円・月額）

きまって支給する給与が25万円未満の都道府県は33にものぼる。

（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局作成。
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性別役割意識にかかるアンケート調査

（備考）令和３年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究（令和３年９月、内閣府男女共同参画局）より作成。10



高齢者ほど性別役割意識が強い

（備考）令和３年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究（令和３年９月、内閣府男女共同参画局）より作成。11



若い世代でも男女間の性別役割意識に差がある

（備考）令和３年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究（令和３年９月、内閣府男女共同参画局）より作成。12



高齢者ほど性別役割経験が多い

（備考）令和３年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究（令和３年９月、内閣府男女共同参画局）より作成。13



地域の結びつきが強いほど性別役割経験が多い

（備考）令和３年度性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究（令和３年９月、内閣府男女共同参画局）より作成。14



若年女性の転出と仕事に関する調査分析

（備考）日本総研調査部 藤波匠「なぜ、女性は東京を目指すのか―女性活躍推進策による流出抑止効果は限定的―」より引用。

○女性の地方からの流出を食い止めるための政府の対策はあまり結果が出ていない。この
点は政府としても顧みるべき点の一つ。

○女性の地方流出と仕事に対する意識とは相関関係がみられ、意欲的な仕事を求めて１都
３県や大阪に転出する傾向がある。男性も同様の傾向が見られる。

（注）第1主成分は、都道府県別に得られる経済、雇用、教育、暮らしのデー
タを25種類集めて実施した主成分分析の結果 15



女性のキャリアモデルも見えない
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（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局作成。
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雇用形態別男女別賃金格差
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（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局にて作成。
所定内給与額を所定内実労働時間で除した値。 17



女性の社会参画は進展、共働き世帯が増加
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（上図備考）総務省「労働力調査」、文部科学
省「学校基本統計」より作成。

（下図備考）総務省「労働力調査特別調査」
（2001年以前）及び総務省「労働力調査（詳
細集計）」（2002年以降）より、独立行政法人

労働政策研究・研修機構とりまとめ公表資料
から引用
（https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/tim
eseries/html/g0212.html）して作成。
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希望する職種の仕事が見つからないこと

賃金等の待遇が良い仕事が見つからな…

希望することが学べる進学先がないこと

自分の能力を生かせる仕事が見つから…

日常生活が不便なこと

公共交通機関が不便なこと

人間関係やコミュニティに閉塞感があること

生活や環境の変化に乏しいこと

レジャー・娯楽施設が少ないこと

地域の文化や風習が肌に合わないこと

災害の危険性が高いこと

物価や家賃等の水準が高いこと

医療・福祉施設が少ないこと

子育て環境が良くないこと

多くの人で混雑していること

全体
(n=519)

男性
(n=261)

女性
(n=258)

Q あなたが地元に残らずに移住することを選択した背景となった事情として、あなたの地元にあてはまるものを全てお選びください。

○ 東京圏への移住の背景となった地元事情としては、「仕事」や「進学先」関係の割合が全体的に高い。

○ また、生活における「利便性」や「娯楽」、「閉塞感」等と回答する人も一定数存在し、特に女性においてその傾向は強い。

※「その他」の回答を除く。
※出身地：15歳になるまでの間で最も長く過ごした地域。

(%)

出典：国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」(2020.11速報)より国土政策局作成

仕事（雇用）・教育関係

生活の利便性
・意識関係

東京圏流入者の地元を離れる理由

※母集団：東京圏外出身の東京圏在住
者

人間関係やコミュニティに閉塞感があること

地域の文化や風習が肌に合わないこと
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（再掲）男女別大学進学率の推移
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育児環境は改善されている

（備考）厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（令和３年４月１日）」より作成
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高学歴女性が求める雇用の創造、労働条件の改善

（備考）日本総研調査部 藤波匠「なぜ、女性は東京を目指すのか―女性活躍推進策による流出抑止効果は限定的―」より引用。
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全国の若い世代から積極的に選ばれる地域づくり

（備考）公益財団法人東北活性化研究センター「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」より引用。
23



全国の若い世代から積極的に選ばれる地域づくり

（備考）公益財団法人東北活性化研究センター「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」より引用。
24



（地方創生の目的）
人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、政府一体となっ

て取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生するこ
とを目指します。人口減少を克服し、将来にわたって成長力を確保し、「活力ある日
本社会」を維持する。

（４つの基本目標）
・「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする」（就職期の女性）
・「地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる」

(都市部の女性とも連携)
・「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」（出産は女性のみ）
・「ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる」

（アンコンシャス・バイアスの修正）

（２つの横断的な目標）
・「多様な人材の活躍を推進する」
・「新しい時代の流れを力にする」

⇒上記いずれも,女性が地方で輝く(活躍する)ことと重なりが多い

地方創生ＨＰ まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」「基本方針」より作成

地方創生との比較 （いわば「地方創生2.0」）
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女性活躍に向けた「地域経営改革」

（備考）国土交通省国土政策局「第４回計画部会」資料２より引用。
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「デジタル田園都市国家構想との関連」

○第二百七回国会における岸田内閣総理大臣所信表明演説
・デジタルによる地域活性化を進め、さらには、地方から国全体へ、ボトムアップの成長を実現

○女性活躍・男女共同参画の重点方針2021：女性デジタル人材育成の推進
・コロナの影響やデジタル化の進展に伴う経済・産業構造の変化を見据え、女性人材の育成や成長産業

への円滑な移動支援を図っていくことが重要 【内閣府「地域女性活躍推進交付金」】

○各種成果目標
・地域における10代～20代女性の人口に対する転出超過数の割合: 0.8%(2025年)
・女性就業率:82%(同上)

⇒地域の転出超過数を減らす点で、デジタル人材の育成は突破口になりうる。

例えば、（仮に「デジタル人材」とは官民の各種資格を持つ者とすれば）デジタルの特性を活か
し、スマホ一つで、いつ、どこでも勉強ができ、かつ無料で視聴できるＩＴ資格勉強用のポータ
ルサイトを創設し、試験自体もＣＢＴで実施すれば、希望する者は誰でも学ぶことができるよう
になる。

そのため、地元の企業は、具体的に何の資格を求めているかについて、学習者に周知していく
必要はある。
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女性の少なかった職場ほど、生産性向上のチャンス

経団連による、ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I)

○2030年までに「2030年までに女性役員比率30％以上を目指す」

■ コロナ禍でのD＆I、特にジェンダー・ダイバーシティの重要性
• D＆Iは経営者も消費者も当たり前のことだと気付くべき
• D＆Iに取り組む機運は高まっている
• D＆Iを推進しないとグローバル社会から取り残される
• 女性の多様性や身体メカニズム・生理のことも理解する必要がある
■ 女性役員30％目標達成に向けた課題、各社での取り組み
• 上司も本人もアンコンシャス・バイアスを払拭すること
• 自社にふさわしいD＆Iに関わる目標設定が必要
• 女性の生き方、働き方の選択肢を増やすことが企業の役割
■ 今後、政治、経済界が果たすべき役割や期待
• 女性活躍のためには、男性の家庭や地域での活躍が必要
• 男性は今まで優遇されていたことに気付くべき
• 具体的な問題点をえぐり出し、D＆Iを文化として醸成する
• リアルに目指せる、手の届く多様なロールモデルを設定する
• 女性役員30％の義務化は効果があるか
• 経営者の裁量で執行役員や部長の女性比率を上げることも必要
• 責任や負担をシェアする働き方改革が女性活躍を後押しする

（備考）日本経済団体連合会HP（http://www.keidanren.or.jp/journal/monthly/2022/02_zadankai.html）より引用
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人手不足の下、女性の不採用は人材獲得競争にマイナス

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。

雇用者数の推移
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人手不足の下、女性の不採用は人材獲得競争にマイナス

○特に医療、福祉での正規雇用が大きく増加（一方で非正規が減少。非正規が正規に）

（備考）日本総研調査部 藤波匠「アフターコロナの女性雇用と地方創生─主成分分析に基づく提言─」
（https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/jrireview/pdf/13158.pdf）より引用。
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女性の参画により、経済成長率は高まるとの試算

2030年までに労働参加率の男女差が半分解消し
た場合 ⇒ＧＤＰ成長率＋0.5％（年率）改善

男女の労働参加
率が不変

2030年までに労働参加
率の男女差が50％解消し

た場合

2030年までに労働参加
率の男女差が75％解消し

た場合

2030年までに労働参加
率の男女差が100％解消

した場合
GDP
(1)

1人当た
り

GDP(2)

GDP
(3)

1人当た
りGDP

(4)

1人当た
りGDP
増加幅

(4) - (2)

GDP
(5)

1人当た
りGDP

(6)

1人当た
りGDP
増加幅

(6) - (2)

GDP
(7)

1人当た
りGDP

(8)

1人当た
りGDP
増加幅

(8) - (2)
OECD平均 2.2 1.8 2.5 2.1 0.3 2.6 2.3 0.5 2.7 2.4 0.6
Australia 3.3 2.0 3.5 2.2 0.2 3.7 2.4 0.4 3.8 2.5 0.5
Belgium 2.5 1.8 2.8 2.1 0.3 2.9 2.3 0.5 3.1 2.4 0.6
Canada 2.1 1.4 2.2 1.6 0.2 2.3 1.7 0.3 2.4 1.8 0.4
Denmark 1.5 1.2 1.6 1.4 0.2 1.7 1.5 0.3 1.8 1.5 0.3
France 2.1 1.7 2.3 1.9 0.2 2.5 2.0 0.3 2.6 2.1 0.4
Germany 1.5 1.6 1.8 1.8 0.2 1.9 2.0 0.4 2.0 2.1 0.5
Japan 1.0 1.5 1.5 1.9 0.4 1.7 2.1 0.6 1.9 2.3 0.8
Korea 2.8 2.5 3.3 3.0 0.5 3.5 3.2 0.7 3.7 3.4 0.9
Luxembourg 1.4 0.8 1.7 1.1 0.3 1.9 1.3 0.5 2.0 1.4 0.6
United Kingdom 2.1 1.4 2.3 1.7 0.3 2.4 1.8 0.4 2.6 1.9 0.5
United States 2.6 1.7 2.9 1.9 0.2 3.0 2.0 0.3 3.1 2.2 0.5

（備考）「武器としての人口減社会」村上由美子Ｐ７６ 表３－１、OECD(2012) Closing the Gender Gapより作成。
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１道７県による女性活躍推進に向けた「知事共同宣言」（令和３年11月16日）

ステークホルダーへ求めるもの（首長・議員）

32



ステークホルダーへ求めるもの（首長・議員）

平成28年から、当時の男女共同参画基本
計画における女性役員割合目標達成への
取組の一環として、女性役員の登用の現
状と方向性等を明らかにした上で、女性役
員の効果的な育成のための女性役員候補
者に必要な素養を習得できる研修モデル
プログラムを策定。

女性リーダー育成のための研修事例等を
右のハンドブックにまとめ、全国の地方公
共団体に横展開をし、地域でも独自で女性
リーダーの創出ができるような取組を展開
している。

（備考）男女共同参画局HP（https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/handbook.html）より

内閣府男女共同参画局 「女性リーダー育成事業」
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（備考）国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30年推計）より作成。福島県は含まれていない。

65歳以上人口割合別自治体数
（市町村数）

ステークホルダーへ求めるもの（地域）

現状のままでは、2045年には500程度の市町村で、住民の半数が65歳以上に
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資料集
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人口の長期推計

（備考）
国土交通省「令和2年度国土政策シミュレーションモデル（対外未公表）」より。東京圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、名古屋圏は岐阜
県、愛知県、三重県、大阪圏は京都府、大阪府、兵庫県、奈良県の合計。地方圏は前述の都府県を除く。

○2050年の人口は2015年と比較して東京圏では同90％,名古屋圏は同83％に対し,大阪圏
では同77％,地方圏では同72％まで減少する。
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地域圏別の大学の状況
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（備考）文部科学省「令和３年度学校基本統計」より作成。
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東京都への転出入が新型コロナ感染症の拡大に伴い減少

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。 38



長期時系列の女性流出の傾向

（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。
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長期時系列の女性流出の傾向

（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。
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長期時系列の女性流出の傾向
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（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。
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長期時系列の女性流出の傾向
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（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。
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長期時系列の女性流出の傾向
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（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。 43



長期時系列の女性流出の傾向（まとめ）

５年おきに見た、都道府県別若年女性の流出入傾向
北海道 常に流出 富山県 常に流出 島根県 常に流出
青森県 常に流出 石川県 常に流出 岡山県 常に流出
岩手県 常に流出 福井県 常に流出 広島県 常に流出
宮城県 バブルまで流入 山梨県 ほぼ常に流出 山口県 常に流出
秋田県 常に流出 長野県 ほぼ常に流出 徳島県 常に流出
山形県 常に流出 岐阜県 ほぼ常に流出 香川県 常に流出
福島県 常に流出 静岡県 ほぼ常に流出 愛媛県 常に流出
茨城県 バブルまで流入 愛知県 ほぼ常に流入 高知県 常に流出
栃木県 バブルまで流入 三重県 バブルまで流入 福岡県 バブルから流入
群馬県 バブルまで流入 滋賀県 常に流入 佐賀県 常に流出
埼玉県 常に流入 京都府 おおむね流出 長崎県 常に流出
千葉県 常に流入 大阪府 経済成長期に流出 熊本県 常に流出
東京都 高度経済成長からバブルまで流出 兵庫県 大阪とはほぼ逆の動き 大分県 常に流出
神奈川県 常に流入 奈良県 バブルまで流入 宮崎県 常に流出
新潟県 常に流出 和歌山県 常に流出 鹿児島県 常に流出

鳥取県 常に流出 沖縄県 常に流入

【考察】
○南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川）、東海、近畿圏の一部以外の県は常に流出している。

○宮城など県内に大都市がある県や北関東３県（群馬、茨城、栃木）、三重、滋賀などはバブル崩壊後
頃まで流入が続いていた（ニュータウンや郊外宅地の開発によるものか。三重、滋賀は大阪や名古屋
の通勤圏内でもある。）。
○上に関連して、東京は同時期は流出超（75年までは公害、90年までは地価上昇によるもの）。一方で
埼玉、千葉、神奈川は常に流入が続いている。
○福岡は流入超が続く。
○大阪と兵庫は逆相互関係がみられる。

（備考）総務省「国勢調査」、「人口推計」、「住民基本台帳移動報告」より作成。 44



都道府県別M字カーブ
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（備考）総務省「国勢調査」より作成。2015年。 45



都道府県別M字カーブ
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（備考）総務省「国勢調査」より作成。2015年。 46



都道府県別M字カーブ
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（備考）総務省「国勢調査」より作成。2015年。 47



地域別M字カーブ
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（備考）総務省「労働力調査」より作成。2020年。 48



都道府県別年齢別女性の労働力率上位及び下位

上位 1 2 3 4 5

15～19歳 神奈川 北海道 愛知 埼玉 千葉

20～24歳 島根 福井 鳥取 静岡 鹿児島

25～29歳 山形 島根 秋田 鳥取 東京

30～34歳 山形 島根 秋田 鳥取 福井

35～39歳 島根 福井 山形 高知 鳥取

40～44歳 島根 福井 山形 富山 鳥取

45～49歳 島根 山形 富山 福井 石川

50～54歳 福井 富山 島根 山形 鳥取

55～59歳 島根 長野 福井 山形 富山

60～64歳 長野 島根 福井 山梨 宮崎

65歳以上 長野 山梨 東京 高知 静岡

下位 1 2 3 4 5

15～19歳 秋田 岩手 山梨 島根 香川

20～24歳 京都 奈良 徳島 東京 山梨

25～29歳 山口 和歌山 北海道 愛知 愛媛

30～34歳 愛知 奈良 兵庫 滋賀 埼玉

35～39歳 神奈川 奈良 兵庫 埼玉 大阪

40～44歳 神奈川 奈良 大阪 兵庫 千葉

45～49歳 奈良 神奈川 大阪 兵庫 東京

50～54歳 奈良 神奈川 大阪 兵庫 東京

55～59歳 奈良 大阪 神奈川 兵庫 埼玉

60～64歳 奈良 兵庫 大阪 宮城 神奈川

65歳以上 奈良 宮城 沖縄 北海道 兵庫

（備考）総務省「国勢調査」より作成。2015年。 49



女性就業者数増加の寄与度分解

○女性活躍の取組の成果もあり、足下は女性の労働参加は上昇している
○一方で、地方では女性人口の減少が女性の就業者数の上昇の足かせとなっている

（備考）総務省「労働力調査」より作成。定義より、E＝ 1− ur ∗ α ∗ N（E: 女性就業者数、ur: 完全失業率、α: 労働力率、N: 15歳以上人口）。
であるため、変化の要因分解は、∆E ≒ −N α ∆ur + 1 − ur α ∆N + 1 − ur N ∆α となる。
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女性就業者数増加の寄与度分解

○特に50歳未満だけでみると、自然減もあり、全地域で人口要因がマイナス寄与。
○北海道、東北、四国は▲15％ポイント超も悪化に寄与し、東海、近畿でも▲10％ポイント
弱の寄与

（備考）総務省「労働力調査」より作成。定義より、E＝ 1− ur ∗ α ∗ N（E: 女性就業者数、ur: 完全失業率、α:
労働力率、N: 15歳以上人口）。であるため、変化の要因分解は、∆E ≒ −N α ∆ur + 1 − ur α ∆N + 1 − ur N ∆α となる。
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若年女性の転出に関するアンケート調査

（備考）公益財団法人東北活性化研究センター「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」より引用。 52



生まれ育った地域（地元）を離れた理由

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。 53



生まれ育った地域（地元）を離れた理由

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。
54



東京から地方への移住に対する関心

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。

第１－３－６図 移住に対する関心の変化（東京圏、年齢階層別）
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都会から地方への移住に関するハードル

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。

第１－３－９図 移住する際に何が妨げになると思うか（東京圏）
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都会から地方への移住に関するハードル

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。

第１－３－10図 地方での就労の障壁となっている点について
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若者が企業に求めるもの

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。

第１－３－12図 20代の学生が働きたいと思う会社
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コロナ禍で女性非正規は減少したが、正規は大幅増加

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。 59



女性は、最初から地元を拒否しているわけではない

（備考）厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成。

女性求職者数の推移をみると、どの地域圏もおおむね同様に傾向を見せている。これは、求職者が
地方から都市に大きく動いているというわけではないと言える。ただし新卒はこの限りではない。
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若年女性の転出と仕事に関する調査分析

（備考）日本総研調査部 藤波匠「なぜ、女性は東京を目指すのか―女性活躍推進策による流出抑止効果は限定的―」より引用。
図は都道府県別に得られる経済、雇用、教育、暮らしのデータを25種類集めて実施した主成分分析の結果。

主成分分析から導かれる地域特性
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若年女性の転出と仕事に関する調査分析

（備考）日本総研調査部 藤波匠「なぜ、女性は東京を目指すのか―女性活躍推進策による流出抑止効果は限定的―」より引用。

○賃金などと地方からの都市部への流出は強い正の相関がみられる一方、勤続年数、公務
員比率は強い負の相関となっている。後者については、雇用の流動性が低いことを示してお
り、すなわち雇用機会が既得権化してしまっているとも言える。

○保育所、正規雇用比率など女性活躍施策にかかる項目は負の相関がみられることから、
女性流出効果は限定的であったと考えられる。

○これまでの取組ももちろん重要なものではあるが、地方からの女性流出を食い止めるに
は、地方での女性の雇用機会の確保、すなわち単純な就職先でなく、女性の営業職や企画
職など女性も男性同様の職に従事できること、また魅力ある企業として透明性をもってどの
ように社会貢献しているのかを周知すること、いわば若年女性に選択してもらえる企業となる
ことが必要と考えられる。
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地域別の男女間賃金格差

（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局にて作成。

男女別平均給与

○都会地方に限らず男女間給与差は存在。職種別では主に生産やサービス関連職種等で給
与格差が顕著。
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大企業ほど賃金格差が大きい傾向
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（備考）厚生労働省「令和２年賃金構造基本統計調査」より国土交通省国土政策局にて作成。
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○仕事への意欲（男女・年齢別）

（備考）「武器としての人口減社会」村上由美子 Ｐ８６ 表３－７掲載、厚生労働省「若者の意識に関する調査」（2013年）より作成。

10代後半及び20代前半では、女性の方が男性よりも仕事への意欲が高い回答が多い。
「進んで与えられた以上の仕事をしたい」を20代前半で見ると、女性31.5%＞男性26.0%
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出生数と婚姻数の長期推移と相関

（備考）白秋社編集チーム編、天野馨南子監修「未婚化する日本」P23,27より引用 67



初婚時年齢婚姻件数と人口転出

（備考）白秋社編集チーム編、天野馨南子監修「未婚化する日本」P124,260より引用 68



TFR（合計特殊出生率）の罠

before

女性 子 出生率

40代 40 4 0.10
30代 30 25 0.83
20代 20 10 0.50
10代 10 1 0.10

100 40 1.53 ←TFR
（注）実際のTFRは１歳刻みで計算

若年女性が就職及び進学を機に地方から都会に転出。
未婚の20代が５人、10代が２人減少すると・・・

after

女性 子 出生率

40代 40 4 0.10

30代 30 25 0.83

20代 15 10 0.67未婚女性
が流出10代 8 1 0.13

93 40 1.73 ←TFR

分母要因が減少したこと
で、TFRが上昇してしまう。
→地方はTFRが良いから

大丈夫と勘違いしてしまう
恐れ。
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子育て世帯に対するバイアスと有効な子育て施策

○出産ステージ別の決定要因とその原因（樋口理論、増田先生「地方消滅」より）

【第１子：雇用の安定、職場の育休制度等の取得しやすさ、育児・保育サービスの充実】

⇒第１子は出産そのものへのハードルから、働きながら取得可能なサービスが有効。

【第２子：男性の育児参加、家事負担（≒女性の無償労働時間の減少）】

⇒第２子では第１子の子育て時に女性がより出産育児にかかる負担（上述の無償労働）の経験からモチ
ベーションに影響すると考えられる。この問題の解消、すなわち男性が家事育児に参加することが出産
へのモチベーションにつながると考えられる。これは「男性が仕事、女性は家庭」と性別役割分担が強い
国では出生率が低いことの裏付け。

【第３子：所得、初婚年齢等】

⇒第３子は、上記以外の要因で出産に資源を割ける余裕が必要。例えば地方では３世代居住による祖
父母のサポートがあることも後押しをしていると考えられる。

専業主婦世帯 共働き世帯

子ども１人 49％ 42％

子ども２人 40％ 44％

子ども３人 10％ 12％

○子育て世帯を共働きか否かでみると、実は共働きのほうが子どもの数は多い。

（備考）上段の表およびデータは、白秋社編集チーム編、天野馨南子監修「未婚化する日本」P40より引用。
後段は著書の他、それをまとめたレポートである鈴木誠「「消滅市町村にならないための６のモデル」が示唆すること―増田寛也・樋口美雄対談メモ― 」
も参照した（https://www.city.ena.lg.jp/material/files/group/5/suzuki1.pdf）。
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地域別の育児・保育環境

〇子供の数に対する保育施設の数でみると、地方圏も良いものの、１都３県がより良い。
〇ただし、認可外保育施設を除くと、地方が一番良い。

〇すなわち金銭的負担が大きいものの、時間的都合のフレキシブルな認可外保育施設が都会での子育
てを下支えしているといった状況。
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（備考）
東京圏：埼玉、千葉、東京、神奈川、名古屋圏：岐阜、愛知、三重、大阪圏：京都、大阪、兵庫、奈良、地方圏：その他道県
左図：総務省「国勢調査」、文部科学省「学校基本調査」、厚生労働省「社会福祉施設等調査」、「放課後児童健全育成事業の実施状況」、「認可外保育
施設の現況取りまとめ」、 公益財団法人 児童育成協会「企業主導型保育事業の実施状況について」
右表：厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ（令和３年４月１日）及び「子育て安心プラン」「新子育て安心プラン」集計結果」
（注）
右表において、都道府県の数値には指定都市・中核市は含まない。

乳幼児人口に対する幼稚園、保育所等数

令和3年
4月1日
時点

待機児童
数

都道府県
当たり

待機児童数
がゼロの都
道府県数

東京圏 1,970 492.5 0

名古屋圏 152 50.7 1

大阪圏 463 115.8 0

地方圏 1,856 51.6 14

合計 4,441 94.5 15

待機児童数等
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M字カーブ（女性の年齢別労働参加率）
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女性の年齢別労働参加率（2019年）

30代前半と20代後半の差

30代後半と30代前半の差

40代前半と30代後半の差

（備考）ILO statより作成。

○M字カーブはかなり改善されているものの、国際比較すると水準は低く（左図）、特に20
代後半女性が30代前半になって離職する傾向が強い（右図）。
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女性キャリア形成への意識と現状の問題点

○就職前や20代前半では女性も働くことに対する意欲やキャリア形成への意欲が高いが、日本の場合
は20代後半から女性の就労意欲が減少する。

⇒女性が管理職や経営者等指導的立場に就くことは女性活躍にもそれを通じて固定観念、いわゆるア
ンコンシャス・バイアスを払拭することにもつなげられやすい。

○しかし現状をデータで国際比較してみると、日本は男女間賃金格差が大きく、女性の就業率は高いな
がらもパート比率が高いこと、男性の労働時間が長い上に、家事に費やす時間は、平均男性40.8分、女
性224.3分、その差が大きく、結果、管理職における女性比率は10％前半とOECD加盟国ワースト２位。

（備考）村上由美子「武器としての人口減社会」P86，87、および同氏インタビュー記事（https://www.mashingup.jp/2019/04/oecd.html）より引
用。データはインタビュー記事の時点のもの。
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出生数の要因分解（地方と都市との比較）

（備考）厚労省「人口動態調査」、総務省「国勢調査」より作成。
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（増減率、％） 北海道の出生数の増減率
（2010年 → 2020年）の要因分解

○女性の流出入が大きく出生率に影響。加えて北海道は東京よりも婚姻の減少も。
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生活支出は都市の規模に比例する

350.7 

335.5 

322.8 

315.0 

300.0

310.0

320.0

330.0

340.0
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360.0

大都市 中都市 小都市Ａ 小都市Ｂ・町村

都市階級・地方・都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の品目別支出金額

（2人以上世帯）

（備考）総務省「家計調査」より作成。

（万円）
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所得と教育支出
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所得階級別の教育への支出

国公立授業料等（幼稚園～大学、専修学校）

私立授業料等（幼稚園～大学、専修学校）

補習教育費

（円、平均）

（備考）総務省「令和２年家計消費状況調査」より作成。
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地方移住による生活コストの変化

（備考）内閣府経済財政分析担当「地域の経済2020-2021」より引用。
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女性の管理職の状況 公務員および民間企業
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（％）
女性公務員の課長相当職以上の登用状況 （都道府県）

〇国家公務員における女性職員数は年々増加しているものの、管理職割合はまだ低い。
○地方公務員（都道府県）における女性の管理職割合は都道府県別ではかなりばらつきがあるも
のの、絶対数が多い大都市ほど高い傾向。
○一方民間企業では女性の起業家や役員と男性との比を地域別にみるとさほど大きな差はない。

（備考）
内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参
画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（令和2年
度）」、総務省「就業構造基本調査（平成29年）」より作
成。南関東は１都３件、関西は大阪、京都、奈良、兵庫、
東海は愛知、岐阜、三重。
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国家公務員の女性割合
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５０代後半から、わずかながら地方に流入超

（備考）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。東京圏は埼玉、千葉、東京、神奈川の１都３県。

5歳年齢別男女別 東京圏への転入超過数
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地方のほうが物価水準は低い
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（備考）総務省「小売物価統計調査」より国土政策局作成。 80



（備考）地方創生×少子化対策検討会（第１回）（平成31年４月２日（火）開催）資料４より引用。
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（備考）地方創生×少子化対策検討会（第１回）（平成31年４月２日（火）開催）資料４より引用。 82



第５次男女共同参画基本計画 概要抜粋
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2021

「第５次男女共同参画基本計画」を着実に実行するため、

・５次計画に既に掲げられた具体的な取組を着実に実施

・政府全体として、５次計画に盛り込まれた取組の更なる

具体化や、新たな取組により、３年度及び４年度に重点的に取り組むべき事項を
定めたもので、下記３本の柱を中心としている。2021年6月16日閣議決定。

Ⅰ コロナ対策の中心に女性を

・雇用・労働：女性デジタル人材、ひとり親の職業支援

Ⅱ女性の登用目標達成にむけて ～「第５次男女共同参画基本計画」の着実な
実行～

・政治、行政、経済分野での女性の登用拡大

・地域における女性の参画拡大、防災分野：地方防災会議、消防団等

Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2021 概要抜粋
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2021 概要抜粋
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2022

令和3年11月29日開催の男女共同参画会議において以下４点の柱立てが提案なさ
れた。

Ⅰ 女性の経済的な自立

昭和の時代とは異なり、女性の人生と家族の姿が多様化していること

を踏まえ、女性の経済的自立を最重要課題として取り組む必要。

Ⅱ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現

女性に対する暴力の根絶、女性の生理と妊娠に関する健康の推進

Ⅲ 男性の家庭・地域社会における活躍

家庭や地域社会において男性の活躍を広げる

Ⅳ 女性の登用目標達成（第５次男女共同参画基本計画の着実な実行）

第５次男女共同参画基本計画に掲げられた女性の登用・採用に関する

58の目標を着実に達成し、指導的地位に占める女性割合を３割程度と

することを目指す。 87



地域女性活躍交付金事業（内閣府）

（備考）内閣府男女共同参画局HPより引用。 88


